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第 ２ 章  
──────────────────────── 

兵庫県がめざす姿 
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共生社会の実現 
──────────── 
全ての人が、かけがえのな

い人として尊重され、地域

の一員として安心して暮ら

し、ともに支え合う社会の

実現           

基 本 理 念  

自己決定の尊重 
──────────── 
全ての人が、必要に応じた 

適切な支援を受けた意思決定 

のもと、自らの決定が最大限

に尊重される社会の実現  

     

 

その人が望む生活の尊重 
  （社会参加の機会）     
──────────── 
全ての人が、社会のあらゆ 

る活動への参加の機会が保 

障され、その人が望む生活 

が尊重される社会の実現  

 

 

 

 

情報 
 

全ての人に、あら

ゆる情報をいつで

も取得・利用できる

多様な手段が確保

され、その情報を

適切に利用して、

互いの理解と思い

が通じ合う社会 

 

まち・もの 
 

全ての人が、自ら

が選ぶ場所で、安

全に安心して豊か

に生活することが

できる社会    

各分野がめざす社会像 

 

 

ひと 
 

全ての人が、人格

と個性を尊重さ  

れ、共に学び、理

解し合い、支え合

う社会  

 

 

参加 
 

全ての人が、持て

る力を発揮し、多

様な社会参加・参

画ができる社会 

    

２０３２ 

（６年後） 

 

目標 

ともに学び、働き、対話

し、考えることで、一人

ひとりが尊重され、互い

への思いやりとつながり

がある中で、住みたい地

域・場所で、ともに暮ら

していける社会 

２０５０ 

（24年後） 

 

未来 

予想図 

ともに暮らすと 

いう理解が浸透し、 

日々の生活の中で、

人々がごく自然に 

ふれあう風景 

 

現 

在 
 

2026 

第３期 

ひょうご 

障害者福祉計画 

理念構造 
令和 9  14 年度（6ヵ年） 

2027    2032 

【計画対象期間】 

心のバリアフリー 
全ての人が、自らが望む生活を送るために、対等な立場での建設的な対話により、 

相手の意思を共に考える 
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   私たちがめざす“未来予想図” 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本県がめざす 2050年の姿は、「ひょうごビジョン 2050」でも謳われている「誰もがとも

に支え合って暮らす共生社会」という理解が全ての人に浸透し、あらゆる人々が、日常の

生活の中で当然の存在として、ごく自然にふれあう風景が当たり前になっている社会です。 

 

 

   2032 年の目標 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本県が目指す「誰もがともに支え合って暮らす共生社会」を実現するためには、全ての

人がともに学び、働くことを通じて、同じ目標に向かって取り組む経験を共有することが

重要です。そして、その中で、対話を重ね、お互いの意思を共に考えることで、一人ひと

りが成長し、理解し合える関係を築いていくことができると考えます。そのような関係構

築を継続していくことで、全ての人に対する理解が深まり、一人ひとりが尊重される社会

につながります。 

  人口減少や少子高齢化等の進展により、社会情勢が変化し、それに伴い、人々の価値観

が大きく変化しています。しかし、そのような変化の中においても、自らが住みたいと思

う地域・場所で、ともに暮らしていける社会、そして、互いへの思いやりやつながりがあ

ることが大事であるとする考えは変わっていません。 

  本計画では、これらを踏まえ、2032 年の目標として、「共に学び、働き、対話し、考え

ることで、一人ひとりが尊重され、互いへの思いやりとつながりがある中で、住みたい地

域・場所で、ともに暮らしていける社会」を掲げ、多様な取組を推進していくこととしま

す。 

 

 

ともに暮らすという理解が浸透し、 

日々の生活の中で、人々がごく自然にふれあう風景 

 

ともに学び、働き、対話し、考えることで、 

一人ひとりが尊重され、 

互いへの思いやりとつながりがある中で、 

住みたい地域・場所で、ともに暮らしていける社会 

1 

２ 

2050 年の兵庫県 

 

2032 年の兵庫県 

 

24年後 

６年後 
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   基本理念 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   私たちは、全ての人がお互いの人権や尊厳を大切にして支え合い、誰もが地域の一員

として居場所や役割があり、安心して暮らせる環境が整い、生き生きとした人生を享受

することができる共生社会を実現することをめざしています。 

   この共生社会は、様々な状況や状態の人々がすべて分け隔てなく含まれ、全ての人が、

支援する側と支援される側に分かれることなく共に支え合い、多様な個人の能力が発揮

されている社会です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   自らが望む生活、活動、進路等を自らで選択できる機会があってこそ、自己が実現で

きます。障害の種類や程度にかかわらず、全ての障害のある人が、生活のあらゆる面に

おいて、他の人と同様に、自己決定が尊重されるべきです。 

   そのために、意思決定が困難な場合は、必要に応じて、適切な支援を受ける必要があ

ります。支援する側においては、最終的には本人が決める、選択するという前提に立っ

て、その人の判断能力の程度、判断する内容の程度、支援者との信頼関係、意思決定す

る場所などの環境に十分配慮する必要があります。 

   また、意思決定を行うには経験する機会が必要です。幼少期から支援を受けながら、

家庭生活や学校教育において、年齢に応じた「選ぶ」ことができる多様な経験が、意思

決定、意思表明の力を育てます。さらに、周囲への負担などを考えて、意思の表明をた

めらうことも想定されることから、信頼関係を築くことで、その人の望みを言いやすい、

お互いに寄り添う社会をめざします。  

共生社会の実現 
──────────────────────────────── 

全ての人が、かけがえのない人として尊重され、 

地域の一員として安心して暮らし、ともに支え合う社会の実現 

３ 

自己決定の尊重 
──────────────────────────────── 

全ての人が、必要に応じた適切な支援を受けた意思決定 

のもと、自らの決定が最大限に尊重される社会の実現 

基本理念２ 

基本理念１ 
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   共生社会を実現するために、自己決定の尊重とあわせて、その人が望む生活、社会参

加の機会が尊重されることが重要です。 

   そのためには、「障害の社会モデル」の考え方により、障害のある人の活動を制限し、

社会への参加を制約している事物、制度、慣行、観念等の社会的障壁の除去を進め、

様々な活動に参加する機会、どこで誰と生活するかについて選択する機会、言語その他

の意思疎通のための手段（手話・点字等を含む。）について選択する機会、情報の取得

又は利用のための手段について選択する機会の適切な確保と拡大を図る必要があります。 

   障害福祉サービス等の地域資源の偏在の問題についても解決するよう努力し、選択肢

の確保を図り、障害のある人が社会、経済、文化、その他のあらゆる分野の活動に参加

できるよう、社会のあらゆる場面でのアクセシビリティ向上の取組を進める必要があり

ます。 

 

 

 

 

  

 その人が望む生活（社会参加の機会）の尊重 
──────────────────────────────── 

全ての人が、社会のあらゆる活動への参加の機会が保障され、

その人が望む生活が尊重される社会の実現 

基本理念３ 



- 6 - 
 

   計画の横断的視点 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の基本理念に掲げる共生社会の実現、自己決定の尊重、その人が望む生活(社会参加

の機会)の尊重を実現するためには、全ての人が自分の意思を決定し、伝達し、そしてその意

思が尊重されることが必要です。 

人口減少や少子高齢化の進行など、社会情勢が大きく変化する中、科学技術の発展により、

障害のある人を取り巻く環境も大きく変化しています。選択肢が多様化する社会においては、

一人ひとりが望む生活を実現するために、意思決定の重要性がこれまで以上に高まっていま

す。 

今回の計画改定にあたって、障害のある人の意思決定について、多くの課題が指摘されま

した。これらの課題の原因の背景には、周囲の人々が、本人の意向を十分に確認することの

ないまま、先入観や固定観念によって、本人の意思を決めつけてしまうことにあるのではな

いかと考えました。 

そこで、本計画では、意思決定に関する課題の解決に向けて、「心のバリアフリー」を横

断的な視点として位置付けることとしました。 

 障害者差別解消法の施行から10年が経過しましたが、SNS上での誹謗中傷が見られるなど、

障害のある人への差別や偏見はいまだなくなっていません。障害のある人への虐待事案も依

然として発生しています。全ての人の「心のバリアフリー」が進み、お互いの意思を共に考

え、理解することができれば、社会の障壁(バリア)が取り除かれ、差別や虐待のない社会が

実現できると考えます。 

 全て人の意思が尊重され、差別や虐待がなくなる社会を実現するため、全ての人の「心の

バリアフリー」の推進に取り組みます。 

４ 

自らが望む生活を実現するためには、自分は何ができるのかを考え、何をするのか

を意思決定することが必要です。また、自分だけでは実現が難しい場合には、相手に

意思を伝え、お互いに支え合うことが求められます。そのためには、本人が様々な経

験を積むことで、自分が持つ選択肢を知ることに加え、お互いが先入観によって、相

手の意思を決めつけることなく、相手の立場で考え、自らの意思を決定・表明しやす

いように支援することが重要です。 

 対等な立場で、お互いのことを考え続けることで、自らの側にある障壁(バリア)にも

気づき、社会のあり方を見直すきっかけとなります。私たちは、その積み重ねによっ

て、社会の側の障壁(バリア)が取り除かれ、全ての人の自己決定が尊重される社会の実

現を目指します。 

心のバリアフリー 

全ての人が、自らが望む生活を送るために 

対等な立場での建設的な対話により、相手の意思を共に考える 

横断的視点 
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実現したい 
こと ① 全ての人が自らが望む意思決定ができ、その意思決定が尊重される環境

の整備 
横断的な視点 

 

［○：2032年にめざす施策、●：今後さらに検討を深めていく施策］ 

 

ア 自らが望む意思決定ができる環境づくり 

 ○障害のある人が意思決定の元となる「経験」をすることへの支援や、意思決定

を支援する人の知識・技術の向上 

 ○市町による成年後見制度の活用と相談や連携など意思決定を支える権利擁護支

援体制の充実 

 〇新たな成年後見制度に対応した支援等の検討 

 〇意思決定支援に関するガイドライン等を通じた、障害のある人本人が決定でき

る仕組みづくりの検討 

イ 差別解消と権利擁護の推進 

 ○相談窓口や相談員の充実、合理的配慮アドバイザー制度の活用など改正差別解

消法に対応した取組の推進 

 ○虐待の早期発見・早期支援、深刻化防止のためのネットワークの構築など虐待

防止に係る取組の推進 

 ○様々な状況の罪に問われた障害者への支援や連携の強化 

 ○刑事事件や取調べ等における障害特性を十分に理解した上での聴取時間・場所

等についての配慮の推進 

 ○民間協力事業主等を活用した障害のある保護観察者等を対象とした就労の支援 

 ●障害者差別解消条例の制定に向けた検討 
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心のバリアフリーについて 

 

 「心のバリアフリー」は、「様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理

解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合うこと」を示す言葉として、東京2020オ

リンピック・パラリンピック競技大会を契機に定められた「ユニバーサルデザイン2020行動

計画」で初めて提唱されました。 

また、令和６年７月の旧優生保護法国家賠償請求訴訟最高裁判決を踏まえ、国が策定した

「障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けた行動計画」においても、「心のバ

リアフリー」の取組強化が掲げられており、「心のバリアフリー」は国の障害福祉施策の方向

性を示す重要な考え方の一つとなっています。 

 一方で、国連障害者権利委員会が公表した総括所見では、日本の障害福祉施策全般に、障

害者へのパターナリズム（温情主義）が残っていると指摘されています。   

このことから、「心のバリアフリー」についても、障害のある人に対する優しさや思いや

りを与えるというパターナリズムが含まれているという意見があり、本計画の横断的な視点

に用いることの是非について議論を重ねてきました。 

 こうした議論を踏まえ、本計画では、「心のバリアフリー」という言葉を単独で使用する

のではなく、「全ての人が自らが望む生活を送るために、対等な立場での建設的な対話によ

り、相手の意思を共に考える」という本計画における「心のバリアフリー」の意味を併記す

ることとしました。 

これにより、「支援する人」と「支援される人」という関係ではなく、「対等な立場」と

いう、本計画における「心のバリアフリー」の考え方を明確にしています。 

 相手の意思を共に考え、心の障壁を取り除くとともに、各分野の取組により、社会的な障

壁を取り除くことで、全ての人がお互いの違いを認め合いながら、生活できるダイバーシテ

ィな社会を目指して今後も取組を進めていきます。 

 

 

旧優生保護法について 

 

 昭和 23 年に制定された旧優生保護法に基づき、障害があることなどを理由に、優生手術や

人工妊娠中絶が、国の施策として実施されました。最高裁判所において、令和６年７月３日、

旧優生保護法の規定は憲法違反であり、当該規定に係る国会議員の立法行為は違法であると

判断され、国に対して損害賠償を命じました。これを受けて、国は、多くの方々の心身に多

大な苦痛を与えたことを真摯に反省し、謝罪するとともに、被害を受けた方に対する補償金

を支給すること等を目的とする「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補

償金等の支給等に関する法律」を制定しました。 

 兵庫県も他の都道府県と同様に、国からの機関委任事務としてその一端を担い、県として

「不幸な子どもの生まれない運動」を行ったという過去の歴史に対しても、真摯に反省しな

ければなりません。 

兵庫県は、被害を受けた方に補償が行き届くように、旧優生保護法専用相談窓口の開設や、

補償制度の周知等の取り組みを進めてきました。 

 今後も、同じ過ちを繰り返さないために、ひょうご障害者福祉計画に基づいた取り組みを

進め、全ての人が、かけがえのない人として尊重され、地域の一員として安心して暮らし、

ともに支え合う共生社会の実現に向けて尽力していきます。 
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   計画で整理する施策分野 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 「第３期ひょうご障害者福祉計画」では、国の「第５次障害者基本計画」を参考としつつ、

ユニバーサル社会づくり総合指針の基本的方向の５分野に基づき、「ひと」「参加」「情報」

「まち・もの」の４つの施策分野に編成し、障害福祉施策の推進を図ります。 

 各ライフステージを通じて適切な支援を受けられるよう、各分野の関係部署及び機関が緊

密に連携をとりながら、施策を総合的に展開し支援を行っていきます。 

 

【第３期ひょうご障害者福祉計画の施策分野】 

分野 実現したいこと 

 １ 様々な場で共に学び、理解し合うことを通じた豊かな心の醸成 
   連続性のある多様な学びの場における教育の充実（縦の連携） 

   連携による切れ目ない一貫した相談・支援体制の充実（横の連携） 

   共に学ぶこと等を通じた障害理解の促進 

２ 障害のあるこどもが自立するための地域連携の強化 
   地域支援、地域連携体制の充実 

   医療的ニーズへの対応 

３ お互いが声をかけ合い支え合うひとづくりの推進 
   福祉人材の確保・育成・定着 

   ボランティア活動の促進 

   相談支援体制の充実と連携強化 

 １ 障害特性や状況に応じた多様な就業機会の確保  
   一般就労の促進 

   福祉的就労の充実 

２ 文化芸術活動・スポーツやユニバーサルツーリズム等の推進 
   文化芸術活動､余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会環境の整備 

   スポーツに親しめる取組の推進 

   国際交流やユニバーサルツーリズムの推進 

３ 障壁のない生活を自立して営むための支援体制の整備 
   社会参加・参画のための制度やサービスの充実 

 １ 意思疎通支援のための人材の養成や学習機会の確保 
   意思疎通支援者等の人材の育成 

   手話等の学習機会の確保 

２ 様々な場面での情報の円滑かつ適切な取得や伝達体制の整備  
   情報の円滑な取得・伝達やＩＣＴ(情報通信技術)環境の整備 

   緊急時の情報アクセシビリティの向上 

３ 先端技術の適切な活用と、リテラシーの向上  
   先端技術を適切に活用できる環境の整備 

   先端技術の危険性周知等によるリテラシーの向上 

 １ 住み慣れた地域で、地域の一員として、安心して暮らすための体制の整備 
   地域生活支援体制の充実 

   確保しやすい住まいの充実 

２ 利用しやすく質の高いサービスの継続的な提供環境の構築 
   施設におけるサービスの充実 

   保健・医療体制の充実 

３ あらゆる生活の場面において利用しやすく工夫されたまちづくりの実現 
   あらゆる箇所でのユニバーサルデザインの推進 

   防災・防犯対策の推進 

５

４ 

ひと 

参加 

まち 

もの 
・ 

情報 

分野 

分野 

分野 

分野 
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第 ３ 章  
──────────────────────── 

各分野における取組 
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   「ひと」分野 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

（１）めざす社会像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    共生社会の実現に向け、障害のある人とない人が、こどもの頃から大人になってか

らも、共に学び、経験を共有するためには、共に学び育つ場の整備が必要です。 

    誰もがその能力を発揮し、共生社会の一員として共に認め合い、支え合い、誇りを

持って地域で暮らしていけるよう、専門的な支援を地域で行うことで、支援を必要と

する人が、居住地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられる体制を作ります。 

    また、今後の生産年齢人口の減少やサービス量の増加等に備えて、障害福祉サービ

スを支える人材の確保と育成、定着を推進するとともに、声をかけあえる共生社会を

担う住民意識の向上を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 

全ての人が、人格と個性を尊重され、 

共に学び、理解し合い、支え合う社会 

 

めざす社会像 

「ひと」分野 
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（２）計画で実現したいことと関連する施策 
 

［○：2032年にめざす施策、●：今後さらに検討を深めていく施策］ 

 

実現したい 
こと ① 様々な場で共に学び、理解し合うことを通じた 

豊かな心の醸成 
「ひと」分野 

 

   人間の多様性の尊重等の強化や、障害のある人が精神的及び身体的な能力等を可能な

最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするという目的の

下で、障害のあるこどもと障害のないこどもが共に学び、障害のあるこどもの自立と社

会参加を見据え一人一人の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できるよう、多

様で柔軟な仕組みを整備することが重要です。 

   県では、共生社会の実現を目的として、令和６年に策定した「兵庫県特別支援教育第

四次推進計画」を着実に実施し、さらなる教育の充実を図ります。 

   具体的には、「連続性のある多様な学びの場における教育の充実（縦の連携）」と

「連携による切れ目ない一貫した相談・支援体制の充実（横の連携）」の縦横連携を構

築し、以下を目指します。 

   ・すべての学校園において、すべての幼児児童生徒が、互いを認め合い、持てる力を

十分発揮し、自己実現に向けて集団の中で安心して学ぶことができること 

   ・障害のある幼児児童生徒が、個別の教育支援計画等の引継ぎにより適切な合理的配

慮が提供され、学習・生活することができること 

   ・学校における支援の効率をより高めるため、障害のある幼児児童生徒が保護者や保

健・福祉、医療、労働等の関係機関との連携による、切れ目ない一貫した支援を受

けることができること 

   また、就学先や学習内容等については、こどもや保護者の意見を最大限尊重します。 

   そして、こどもの頃から大人になってからも共に学ぶ機会を設け、お互いのことを理

解し合える環境の整備に取り組みます。 

 

  ア 連続性のある多様な学びの場における教育の充実（縦の連携） 

 【多様性を認め合い、共に過ごすための条件整備の推進】 

〇共に学び共に育つ教育環境づくりの推進 

 〇通常の学級等における特別支援教育の充実 

 〇交流及び共同学習の一層の充実 

  

 【一人一人の教育的ニーズに応じた学びの場における指導・支援の充実】 

〇幼稚園等、小・中学校における指導の充実 

 〇高等学校における指導の充実 

 〇特別支援学校における指導の充実 

 〇ICTの利活用等による特別支援教育の質の向上 

 〇自立と社会参加の実現に向けたキャリア教育の充実 
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 【すべての教職員の学びの継続による専門性の向上】 

〇全ての学級における特別な支援が必要な幼児児童生徒への対応力の向上 

 〇特別支援学級や通級による指導における専門性の向上 

 〇特別支援学校における専門性の向上 

  

【教育環境整備の推進】 

 〇学校園や幼児児童生徒の状態に応じた課題等への対応 

 〇地域の実情に応じた特別支援学校の整備等の促進 

 

  イ 連携による切れ目ない一貫した相談・支援体制の充実（横の連携） 

 【関係機関との連携による切れ目ない支援の充実】 

 〇学校園等教育機関との連携 

 〇保健・福祉機関との連携 

 〇医療機関との連携 

 〇労働機関との連携 

 〇地域住民との連携 

  

【共生社会の実現に向けた特別支援教育に関する理解促進】 

 〇将来につなぐ余暇活動や交流活動の推進 

 〇県民への理解啓発 

 

  ウ 共に学ぶこと等を通じた障害理解の促進 

 ○ユニバーサル社会づくりの基本理念の理解促進 

 〇共に学び共に育つ教育環境づくりの推進（再掲） 

 ○大学による学生の積極的な受入れに向けた支援情報の引継ぎや学生の学びの充

実 

 ○生涯に渡る学びの推進 

 ○講演会や研修等様々な機会を通じた障害のある人への理解をはじめ、障害その

ものに対する理解及び社会参加・交流・共生社会などの重要性にかかる理解を

深める福祉教育の推進 

 ○ヘルプマークやみんなの声かけ運動等の普及啓発 

 ○テレビ、ラジオ、ＳＮＳ等ターゲットとする年齢層に応じた様々な広報媒体を

活用し、民間企業・団体と連携した障害特性の普及啓発 

 ○身体障害者補助犬に対する県民の一層の理解促進 
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実現したい 
こと ② 障害のあるこどもが自立するための地域連携の強化 

「ひと」分野 

 

   障害のあるこどもが自立して生活していけるように、各地域での発達支援や生活支援

の資源や連携体制を充実させることが必要です。 

   また、医療技術の進歩に伴い増加している医療的ケアが必要なこどもと家族が心身の

状況等に応じた適切な支援を受けられる体制を整備するとともに、成人になった後も適

切な支援が提供されるよう取り組みます。 

 

  ア 地域支援、地域連携体制の充実 

 ○児童発達支援センターの圏域又は市町域における整備と質の高い障害児相談支援の実施 

 ○軽・中度難聴児に対する補聴器等の購入支援 

 ○聴覚障害児に関わる現場の専門職に必要な対応力と知識の習得を支援 

 ○障害児通所支援事業所の支援の質の向上を図るための研修の実施 

 ○障害のあるこどもの一時預かりなどのための短期入所等の充実 

 ○障害のあるこどもたちの放課後の居場所や交流の場づくり 

 ○重症心身障害児を支援する通所事業所及び居宅訪問型児童発達支援事業所の圏域

又は市町域における整備 

 ○発達障害児への早期支援 

 ○県立こども発達支援センターにおける発達障害児に対する医療・療育支援の実施 

 ○発達障害児等の保育所等への受け入れ支援 

 ○保護者に向けた障害のあるこどもの教育に関するリーフレット等の情報を一元化

したホームページの充実 

 

  イ 医療的ニーズへの対応 

 ○医療的ケア児者とその家族に対する支援体制の強化 

 ○医療的ケア児者やその家族への相談支援をワンストップで行う「医療的ケア児

支援センター」機能（圏域コーディネーター及び市町との連携）の構築 

 ○医療的ケア児者に対する市町の支援及び体制整備（医療的ケア児等コーディネ

ーター及び医療的ケア児支援の協議の場の設置等） 

 ○医療的ケア児者の身近な支援体制の構築（市町コーディネーター配置）とレス

パイトケア及び緊急時の受入先確保 

 ○医療的ケア児者に対応した放課後等デイサービスや短期入所等の充実 

 ○医療的ケア児者を支援する通所・居宅事業所の圏域又は市町域における整備 

 ●成人した医療的ニーズのある人に対する医療機関の確保と切れ目のない支援体制の充実 

 ○医療的ケアを必要とする児童生徒等に対する看護師の配置等支援体制の充実と

市町等との連携強化（再掲） 

 ○医療的ケア児の小中学校入学にかかる実態把握と対応の検討 
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実現したい 
こと ③ お互いが声をかけあい支え合うひとづくりの推進 

「ひと」分野 

 

   障害のある人の地域生活を総合的に支援するため、相談支援専門員、サービス管理責

任者及び児童発達支援管理責任者若しくは医師、看護師、保健師、理学・作業療法士、

言語聴覚士、社会福祉士、介護福祉士、及び精神保健福祉士等の資格を有する福祉・医

療職など、多職種・多分野・多領域の関係者と連携を図りつつ、人材確保・育成・定着

に取り組みます。 

   また、障害のある人が身近な地域で相談支援を活用でき、本人の望む障害福祉サービ

ス等の支援を受けながらその人らしい生活を送ることができるよう、県内各地で整備が

進められている基幹相談支援センターや包括的・重層的な相談支援体制に対し、県とし

て市町の取組を促進するための支援を行います。 

   さらに、既存の社会資源では解決が難しい課題について、自立支援協議会等において

行政と事業所等が共同で検討し必要な情報を共有できるよう体制の構築を進めます。 

 

  ア 福祉人材の確保・育成・定着 

 ○障害福祉サービスを支える人材の確保と育成、質の向上 

 ○福祉の仕事の気高さや誇りの再認識に向けた取組の推進 

 ○これからの対人援助のあり方検討 

 ○サービス管理責任者等の質の向上 

 ○本人中心で客観的なサービス等利用計画・個別支援計画の作成能力の養成 

 ○障害者サービス事業所における強度行動障害支援者の養成 

 ○障害福祉分野のＩＣＴモデル事業・ロボット等導入支援事業の実施 

 ○障害者サービス事業所における処遇改善加算等の着実な取得による職員の処遇

改善の推進 

 

  イ ボランティア活動の促進 

 ○相談者の属性、世代、相談内容にかかわらず、相談を受け止め支援につないで

いく仕組みづくり 

 ○ユニバーサル社会づくりの実現に向けた意識の啓発と取組の推進～声かけ運動

の展開～ 

 ○認知症の人と家族の支援ニーズと認知症サポーター等地域の身近な支援者をつ

なぐ仕組み（チームオレンジ）の構築支援 

 

  ウ 相談支援体制の充実と連携強化 

 ○総合相談窓口の設置や窓口間の連携促進など包括的な相談支援体制の構築 

 ○身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所及び精神保健福祉センター等の

専門機関及び障害者相談員等による相談支援 
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 ○圏域コーディネーターによる市町の相談支援体制の強化と基幹相談支援センタ

ーを核とした相談支援ネットワーク機能の構築・強化 

 ○障害のある人の視点に立つ基本相談の強化と相談支援の質の向上 

 ○相談支援専門員の確保と相談支援事業所の経営安定化による各市町におけるサ

ービス等利用計画作成体制の構築 

 ○利用者本人によるサービス等利用計画作成にかかる助言等 

 ○相談支援従事者及び介護支援専門員の共通研修等を通じた制度間連携と相互理

解の促進 

 ○障害のある人を支える医療職と福祉職など多職種や多分野の連携強化 

 ○ピアサポーター（当事者に対する当事者である支援者）による支援や家族への

支援の充実 

 ○高次脳機能障害のある人に対する専門的相談支援等を行う高次脳機能障害者支

援センターの指定 

 ○多機関連携の中心となる発達障害者支援センターの運営 

 ○兵庫県こころのケアセンターの運営 

 ○ひきこもり・不登校等の本人（青少年～中高年者）及びその家族に対する段階

に応じた相談等のきめ細やかな支援 

 ○ケアラー・ヤングケアラー支援の相談窓口設置や支援者養成研修の実施 

 ○認知症に対する相談体制の整備 

 ○ひょうご若年性認知症支援センターの運営 
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   「参加」分野 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

（１）めざす社会像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    自らが望む生活を送るには、誰もが、自らの適性に応じて能力を発揮して働いたり、

芸術活動やスポーツ等の地域社会での様々な活動に能動的に参加・参画することがで

きるようにすることが重要です。 

    そのためには、能力に応じた働く場の提供や、芸術文化活動やスポーツ、レクリエ

ーション等を通じて生活を豊かにし、健康の維持や体力の増強、交流や余暇の充実を

はかり、社会参加・参画を促進することが必要です。 

    また、参加の機会を確保するため、社会参加するための手段としての在宅・外出・

移動支援のサービスを充実することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 

全ての人が、持てる力を発揮し、 

多様な社会参加・参画ができる社会 

 

めざす社会像 

「参加」分野 
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（２）計画で実現したいことと関連する施策 

 

［○：2032年にめざす施策、●：今後さらに検討を深めていく施策］ 

 

実現したい 
こと ① 障害特性や状況に応じた多様な就業機会の確保 

「参加」分野 

 

   能力を発揮できる場所での就労は、障害のある人の経済的側面からも、個人として尊

重される居場所確保の観点からも重要です。能力や適性に応じて働く場を創出・拡大す

るとともに、就職後のアフターフォロー等の職場定着、キャリアアップ等に向けた能力

開発、工賃向上などに取り組みます。企業に対してもアプローチを実施し、雇用拡大な

どに取り組みます。 

   また、インターンシップなどの様々な就労経験を積むことで、働くことの意義を実感

し、社会の担い手の一員として、意欲を持って仕事に取り組むなど生きがいの創出につ

ながるような支援を行います。 

 

  ア 一般就労の促進 

 ○障害のある人への就業に係る心構えや教育・研修の推進 

 ○障害者の特性に応じた多様な職業訓練の実施と、しごと体験機会の提供による

就労意識の醸成 

 ○就労支援機関側が障害のある人の特性に合った就業を促進する取組の推進 

 ○重度障害者等の就労に係る適切な支援、訓練の充実 

 ○職場における障害特性への理解促進や障害を理由とする差別的取扱の禁止徹底 

 ○中小企業における雇用拡大促進のための支援の充実 

 ○障害者雇用の好事例の発信やノウハウの蓄積 

 ○適正な雇用促進のための労働評価の実施と待遇向上 

 ○公的機関による障害者雇用のさらなる促進 

 ○県庁舎清掃・公園維持管理業務等の就労機会の提供や県発注建設工事等に係る
社会貢献評価制度を活用した障害者雇用状況の評価 

 ○障害特性に応じた働き方やテレワークの推進など多様な就業機会の確保 

 ○雇用後のミスマッチを防ぐための雇用前実習等の推進 

 ○住み慣れた地域での適切な就職相談や職業訓練を受けられる体制の構築 

 ○障害者就業・生活支援センターと市町就労支援センター等関係機関との連携等
による重層的な就労支援体制の構築 

 ○就労支援における医療・就労関係者の連携 

 ○職場適応援助者（ジョブコーチ）や障害者就業・生活支援センター、支援機
関、企業等との密接な連携による就労、職場定着支援の強化 

 ○障害のある人の農業への従事や雇用就農等の推進のための農業と福祉の連携強化 

 ○若年性認知症の人の症状の進行を考慮した就業支援のための多職種によるネッ
トワークの強化 
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  イ 福祉的就労の充実 

 ○公的機関の物品購入等における優先発注とここいろひん（障害福祉サービス事

業所で製作された商品の愛称）の販売など事業受託機会の拡大 

 ○高品質化促進のための設備導入や作業環境向上への支援 

 ○インターネットを活用したここいろひんの販売拡大の推進 

 ○工賃向上と給付等支援制度の充実 

 ○障害福祉事業所等に対する優先発注の促進 

 ○イベント等でのここいろひん販売拡大の推進 

 ○障害のある人に対する農業技術の習得や訓練のための障害福祉事業所の円滑な

農業参入の促進 

 ○工賃向上のための事業所職員の意識の向上 

 ○作業がしやすくなるロボットの導入支援など障害者が働きやすい環境づくり 

 ○就労を希望する若年性認知症の人が、一般就労を退職した後であっても症状に

応じて福祉的就労へ円滑に移行するための支援ネットワークの充実 

 〇障害のある人がやりがいを持ち、自信を持てる就労の確保 
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実現したい 
こと ② 文化芸術活動・スポーツやユニバーサルツーリズム等の推進 

「参加」分野 

 

   障害のある人の文化芸術活動・スポーツや観光活動等の余暇活動への参加は、生活を

豊かにするとともに、コミュニティ創出・就労継続の観点からも重要です。能力や動機

に応じた重層的な支援体系を構築するとともに、企業や大学とも連携を図りながら、参

加機会や情報提供の更なる拡充を通じて裾野を広げていきます。 

   また、年齢や障害に関わらず誰もが旅行の楽しみを享受できるように、ユニバーサル

ツーリズムの推進にも引き続き取り組みます。 

 

  ア 文化芸術活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会環境の整備 
 ○ボランティア等の地域活動、多様な文化芸術活動や余暇活動への参加機会の確保 

 ○社会参加を楽しむためのソフト・ハード両面からのバリアフリー化の推進 

 ○創作した芸術作品の身近な地域での展示・発表への支援 

 ○文化芸術を鑑賞しやすい環境の整備 

 ○文化芸術活動を支える指導者の発掘やボランティアスタッフの養成 

 ○芸術作品を活用した商品開発や販売等への支援 

 ○障害の有無に関わりなく芸術作品をともに発表できる機会の創出に向けた取組 

 ○障害者スポーツの絵画展や写真展の開催など、芸術とスポーツが連携した障害

のある人の自己実現と交流を図るための社会活動の推進 

 

  イ スポーツに親しめる取組の推進 

 ○障害のある人が生涯を通じて楽しめる、障害特性に応じたスポーツの普及啓発

と参加推進 

 ○障害のある人が利用しやすいよう配慮されたスポーツ施設の充実など、いつで

も、どこでも、いつまでもスポーツを楽しむことのできる環境の整備 

 ○特別支援学校卒業後や一般就労に移行後等もスポーツに親しむことができる情

報提供や相談体制の充実 

 ○障害のある人へ指導や支援のできるスポーツ指導者の育成 

 ○将来のトップアスリートをめざす若年障害者の用具購入支援など、障害のある

スポーツ競技者の競技継続・競技力向上のための経費負担軽減への支援 

 ○参加志向者と競技志向者それぞれのニーズに応じた支援 

 ●ｅスポーツなど障害のある人の社会参加に有効な新競技の検討 

 

  ウ 国際交流やユニバーサルツーリズムの推進 

 ○観光ガイドブック等における県内施設のバリアフリー情報等の発信 

 〇障害のある人や介助の必要な高齢者が旅行しやすくなるユニバーサルツーリズ

ムの推進 

 ○宿泊施設の一般客室バリアフリー化の促進 

 ○海外の障害者支援団体等との交流の促進 
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実現したい 
こと ③ 障壁のない生活を自立して営むための支援体制の整備 

「参加」分野 

 

   障害のある人が、あらゆる活動に参加するためには、在宅・外出・移動等への支援が

必要不可欠です。 

   そのために、障害福祉サービスを充実し、障害のある人の社会参加を促進します。 

   

  ア 社会参加・参画のための制度やサービスの充実 

 ○居宅介護、重度訪問介護や短期入所等の障害福祉サービスの充実 

 ○同行援護や行動援護、移動支援など移動に対するサービスの充実 

 ○重度障害・医療的ケアが必要な人に対応した日中活動系サービスの充実 

 ○障害福祉サービスの柔軟な運用や地域間格差の解消、適正な報酬の確保 

 ○緊急時にも安心して障害福祉サービス等が受けられる事業所体制の確保 

 ○ガイドヘルパーの養成 

 ○通所事業所等の送迎サービスの充実 

 ○高齢者、障害のある人及びこどもが共に過ごせる、通所・訪問・短期入所等を組

み合わせた多機能・共生型サービスの充実 

 ○心身障害者扶養共済制度の運営 

 ○特別児童扶養手当や特別障害者手当等の支給による在宅障害児・者への支援 

 ○在宅の重度心身障害児・者の介護者に対する介護手当の支給 

 ○ひきこもり状態にある人及びその家族等に対するオンライン会議アプリ等を活用

した居場所の開設及び相談支援 

 ●障害者手帳情報にかかるマイナンバーカードやスマートフォンアプリ等の活用と

円滑な利用に向けた関係機関との協議 

 〇選挙における投票時の支援への配慮や不在者投票、在宅投票制度の実施 
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   「情報」分野 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

（１）めざす社会像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    地域で自立して暮らしたり、社会参加するためには、障害のある人が、自らの意思

を表示したりお互いに意思疎通できることや、必要な情報に円滑にアクセスできるこ

とは欠かせない条件です。AI 等の新たな先端技術が急速に普及し、有効に活用すれば、

社会を大きく変える可能性があります。先端技術の活用により、情報を取得する方法

が増加する一方で、誤った情報の流通など、新たなリスクも顕在化しています。その

ような中で障害のある人の意思疎通等に活用できる環境整備を進めるとともに、必要

な情報を適切に取得・利用できるようにする能力を向上することが重要です。 

    また、災害等に備えた緊急時の情報伝達の必要性も高まっています。 

 
 
  

３ 

全ての人に、あらゆる情報をいつでも

取得・利用できる多様な手段が確保さ

れ、その情報を適切に利用して、 

互いの理解と思いが通い合う社会 

めざす社会像 

「情報」分野 
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（２）「情報」分野で関連する施策 

 

［○：2032年にめざす施策、●：今後さらに検討を深めていく施策］ 

 

実現したい 
こと ① 意思疎通支援のための人材の養成や学習機会の確保 

「情報」分野 

 

   全ての人の意思を尊重するために、手話通訳、要約筆記、盲ろう通訳・介助、失語症

者支援、点訳等、意思疎通を支援する人材の養成と、人材の地域間格差の解消を推進し

ます。 

   また、障害のある人に対する理解を深めるとともに、手話や点字等の基礎を学び、障

害のある人と積極的に交流できるよう、教育の場等の様々な場所で、意思疎通支援方法

の学習機会の確保に取り組みます。 

 

  ア 意思疎通支援者等の人材の育成 

 ○手話通訳者・要約筆記者の養成強化 

 ○失語症者向け意思疎通支援者の養成 

 ○盲ろう者向け通訳・介助員の養成 

 ○福祉職向け手話講座の開催 

 ○市町地域生活支援事業等を活用した手話通訳者・奉仕員や点訳奉仕員、朗読奉

仕員、要約筆記者等の養成 

 ○パソコンやスマートフォンを使えない在宅障害者のデジタルデバイドの解消 

 

  イ 手話等の学習機会の確保 

 ○手話普及に向けた県民向け各種講座の開催（一部オンラインでの動画制作・配

信含む） 

 ○聴覚障害のあるこどもへの手話学習等の支援 

 ○小中学校等での早期から手話等に親しむための福祉学習の推進 

 ○視覚・聴覚障害者、盲ろう者のＩＣＴ指導者養成研修の開催 
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実現したい 
こと ② 様々な場面での情報の円滑かつ適切な取得や伝達体制の整備 

「情報」分野 

 

   全ての人が情報を適切に取得するために、報道機関等との連携を含め、視覚障害や聴

覚障害など様々な障害特性に配慮した情報提供を充実させるとともに、ＩＣＴ（情報通

信技術）を活用した多様な情報提供・取得方法の普及を推進します。あわせて、全ての

人が等しく読書を通じて文字・活字文化の恩恵を受けることができる取組を進めます。 

   また、災害時等の緊急時は特に情報取得・伝達の困難度が高いことから、必要な情報

を適切に伝達する体制整備に取り組みます。 

  ア 情報の円滑な取得・伝達やＩＣＴ（情報通信技術）環境の整備 

 ○視覚障害や聴覚障害など様々な障害特性に配慮した、ＩＣＴを含む情報提供と

意思疎通手段の充実 

 ○ＩＣＴ活用が難しい人など情報格差解消への支援 

 ○知的障害や視覚・聴覚障害など様々な障害のある人がわかりやすい行政情報提

供の推進 

 ●行政・民間におけるユニバーサルデザインに基づいた広報物・刊行物の発行 

 ○県広報・県議会広報のユニバーサル化 

 ○字幕放送や解説放送の普及促進 

 ○県庁窓口や県立施設における音声認識アプリの積極的活用 

 ○知事記者会見への手話通訳の設置 

 ○県主催イベント（行事）等における手話通訳や要約筆記者の配置 

 ○手話通訳・要約筆記等意思疎通支援者の派遣充実と地域間格差の解消 

 ○聴覚障害者情報センターにおける貸し出し字幕入り映像の充実と利便性向上 

 ○市町と共同による「遠隔手話サービスシステム」を活用した手話通訳や要約筆

記サービスの実施 

 ○点字図書館における点字刊行物や録音図書（オーディオブック）の貸し出し 

 〇読書バリアフリーの充実 

 ●失語症者向け意思疎通支援者の派遣 

  イ 緊急時の情報アクセシビリティの向上 

 ●災害時等における各種県相談窓口での「遠隔手話サービスシステム」の利活用 

 ○Ｌアラート情報システムの推進 

 ○ファックスやメール等のコミュニケーション手段を活用した緊急情報の提供 

 ○災害や事故発生時等における障害特性に配慮した意思疎通手段の確保 

 ○災害時におけるＩＣＴを活用した情報共有の推進 

 ○ＩＣＴの利用が難しい人への情報伝達手段の構築 

 ○スマホアプリ版「ひょうご防災ネット」の配信 
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読書バリアフリーの推進 

 

〇 目的 

  読書バリアフリーとは、読書バリアフリー法（視覚障害者等の読書環境の整備の推進に

関する法律）に基づき、視覚障害者等が等しく読書による文字・活字文化の恩恵を受ける

ことができるよう、環境や体制を整備するための取組であり、障害の有無によって分け隔

てられることなく、お互いの人格や個性を尊重し合いながら共生する社会を目指すことを

目的とします。 

 

〇 基本的な方針 

  視覚障害者等が利用しやすいよう、アクセシブルな電子書籍等の普及と継続的な提供を、

量・質の両面から進めるとともに、個々の障害やニーズに応じた適切な形態の書籍を準備

します。 

【アクセシブルな書籍とは】 

  障害の有無にかかわらず、誰もが読みやすく利用できるように設計された書籍のことで、

点字図書や拡大図書、デイジー図書（デジタル録音図書）、オーディオブック、ebook（電

子書籍）などがあります。 

 

〇 兵庫県内の取組 

１ 誰もが利用しやすい図書館の整備 

    県立図書館や点字図書館等では、電子書籍やオーディオブックなど電子的資料の導入が

進められています。特に点字図書館等においては、視覚障害者の情報アクセスを保障し、

社会参加を促進する観点から、資格取得や就労に役立つ法律・経済分野等の専門書を含め、

幅広いジャンルの音声資料（オーディオブックやDAISY図書等）が提供されています。 

また、点字図書館では、点字図書や録音図書、拡大図書の充実を図り、多様な利用者の

ニーズに応じた支援体制の整備に取り組んでいます。さらに学校においては、視覚障害等

のある児童生徒及び学生の読書環境を整備しています。 

県においては、図書館及び学校での読書バリアフリーの普及・啓発を一層促進していき

ます。 

 

２ インターネットを通じたサービスの情報発信 

  国立国会図書館やサピエ図書館（※）のサービスの周知や利用の促進を行います。 

   また、オーディオブック等の利用促進に向けても積極的な周知に取り組みます。 

  ※サピエ図書館とは、視覚障害者を始めとする、目で文字を読むことが困難な方々に向

けた、点字図書や録音図書などの書誌データベースです。 

 

点字図書 デイジー図書 拡大図書 
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３ 特定書籍・特定電子書籍等の製作 

  誰もが読書を楽しむことができるよう、点字図書や録音図書といった個々のニーズに応

じた書籍の製作に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 端末機器に関する情報の入手支援 

  点字図書館において、サピエ図書館の利用やデイジー図書の再生機器など、機器に関す

る情報の提供や利用方法に関する相談・習得支援・貸出等に取り組みます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 製作人材等の育成 

    社会の変化を踏まえ、職員の資質向上に向けた研修等を実施するとともに、点訳ボラン

ティア・音訳ボランティアなど、誰もが利用しやすい書籍の製作に関わる人材の確保及び

養成に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

録音図書製作の様子 

 

養成研修の様子 

 

サピエ図書館の紹介チラシ 
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実現したい 
こと ③ 先端技術の適切な活用と、リテラシーの向上 

「情報」分野 

 

   AI 等の先端技術は急速に普及しており、適切に活用すれば、障害のある人の情報取得

や意思疎通の充実につながります。一方で誤った情報の流布や、知的財産権等の侵害等

の危険性・リスクも存在し、社会の分断を生むおそれもあります。 

   そのため、情報取得や意思疎通の充実につながる先端技術の活用方法について検討を

進めるとともに、活用方法や、リスクについての周知に努め、リテラシーの向上に取り

組みます。 

 

  ア 先端技術を適切に活用できる環境の整備 

  

 検討中 

  

  

 

  イ 先端技術の危険性周知等によるリテラシー向上 

  

 検討中 

  

  

【先端技術の進化と障害福祉分野での活用】 

 AI 等の先端技術は意思疎通や情報取得等の「情報」分野での活用が期待されます。また、

教育や就労、障害福祉サービスの充実など、「ひと」、「参加」、「まち・もの」分野での

活用も期待されます。 

 今後の私たちの生活を考えるにあたり、先端技術をいかに有効活用するかという点は避け

ては通れないものになっていることから、各分野において、先端技術の活用に積極的に取り

組みます。 

※各分野における先端技術活用に関する主な施策（再掲） 

  

 検討中 
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   「まち・もの」分野 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

（１）めざす社会像と計画で実現したいこと 

  ア めざす社会像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    全ての人が、自ら住む場所を選ぶことができ、その地域で安全に安心して暮らして

いくことができるような環境をめざします。また、そのまちや生活環境は、年齢、性

別、障害の有無、言語、文化等に関わらず、多様な人々が利用しやすく工夫されたデ

ザインとする必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域生活支援拠点等のイメージ図 

  

４ 

全ての人が、自らが選ぶ場所で、 

安全に安心して豊かに生活する 

ことができる社会 

めざす社会像 

「まち・もの」分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談支援事業所 

（基幹相談支援センター） 

市町 

①常時の相談支援 

障害福祉サービス 

事業所（就労等） 

短期入所 

③緊急時の受入 

②体験機会 
④専門的人材の 

【地域支援】 

づくり 

【居住支援】 

グループホーム ／ 障害者支援施設 

自宅・一人暮らし 

養成・確保 ・対応 
⑤地域の体制 

・場の提供 
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（２）「まち・もの」分野で関連する施策 

 

［○：2032年にめざす施策、●：今後さらに検討を深めていく施策］ 

 

実現したい 
こと ① 

住み慣れた地域で、地域の一員として、安心して暮らすた

めの体制の整備 「まち・もの」分野 

 

   住み慣れた地域で安心して生活するためには、地域の一員として、支え合うことが必

要です。そのために、障害のある人が住まいを確保しやすくする制度や、障害特性に応

じたバリアフリー支援を検討します。 

また、障害者支援施設や精神科病院からの地域移行と地域定着、居場所づくりや親亡

き後の生活のための成年後見制度の体制整備や医療支援型グループホームの整備を進め

るとともに、多様な住まいを確保するため、グループホームの開設・居住支援、公営住

宅の活用等に取り組みます。加えて、障害福祉サービスの報酬改定等の国の制度設計を

踏まえ、グループホーム利用者をはじめとした地域移行に向けた支援方策を検討します。 

   また、地域での居住支援のための相談、緊急時の受け入れ対応等を行う地域生活支援

拠点等の整備に向け、協議会における連携を基礎とした地域の社会資源を生かした一体

的な運営を行うことができる体制構築に取り組みます。 

 

  ア 地域生活支援体制の充実 

 ○強度行動障害者の地域生活の支援（行動障害の低減化のための集中支援） 

 ○強度行動障害スーパーバイザーの養成 

 ○精神科病院入院患者等の地域移行・地域定着を支援 

 ○障害者支援施設等からの地域移行・地域定着を支援 

 ○親亡き後を見据えた成年後見制度の体制整備及び活用のための支援 

 ○地域生活支援拠点等の整備と有機的な連携 

 ○無年金外国籍障害者への基礎的生活の保障を目的とした給付金の支給 

 

  イ 確保しやすい住まいの充実 

 ○グループホーム入居者に対する家賃の支援 

 ○グループホーム開設時における初度備品の購入や開設経費の支援 

 ○医療支援型グループホームの整備促進 

 ○報酬改定等の国の制度設計を踏まえたグループホーム利用者等の地域移行に向

けた支援方策の検討 

 ○住まいに関する相談やリフォームに関するアドバイス支援の推進 

 ○住宅確保要配慮者への賃貸住宅の供給の促進と賃貸住宅事業者に対する啓発 

 ○障害のある人が可能な限り自分の意見で居住地・住居形態の選択を行えるよう

にする支援姿勢の定着・強化 

 ○公営住宅の活用と福祉・住宅部門の連携強化 
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実現したい 
こと ② 利用しやすく質の高いサービスの継続的な提供環境の構築 

「まち・もの」分野 

 

   障害の状況等によっては施設への入所が必要であることから、施設の環境整備や機能

の充実を図ります。また、身近な地域でリハビリテーションを受けられる体制の整備、

各種医療費の助成、障害特性に対応できる医療専門職の研修、こころのケアなど、障害

のある人に必要な医療を充実します。 

   また、病院や入所施設、グループホーム等における不適切な身体拘束の廃止や障害者

虐待防止の取組を進める必要があります。 

 

  ア 施設におけるサービスの充実 

 ○重症心身障害児・者の入所を委託している民間施設に対する運営費の補助 

 ○障害の重度化や高齢化に対応した入所施設の環境整備 

 ○障害のあるこどもの入所施設の環境整備 

 ○入所施設やグループホーム等での不適切な身体拘束の廃止 

 ○障害福祉サービス事業従事者への権利擁護・虐待防止の啓発 

 ○自立支援給付費の適切な給付 

 

  イ 保健・医療体制の充実 

 ○県立障害児者リハビリテーションセンターの運営等こどもから大人まで身近で

リハビリできる環境の整備 

 ○県立リハビリテーション中央病院と連携したロボットリハビリテーションの推進 

 ○脳性まひ等肢体不自由児者に係る療法士研修事業の実施 

 ○自立支援医療費の適切な給付 

 ○介護老人保健施設等による障害児・者短期入所受入体制の充実 

 ○空床確保による医療的ケア児等のための医療提供体制の確保 

 ○重度障害のある人に対する医療費等の一部助成 

 ○心身障害児・者に対する歯科保健指導の実施 

 ○かかりつけ医等発達障害対応力の向上 

 ○精神保健医療体制の充実 

 ○精神科救急医療体制の強化 

 ○人権に配慮した適正な精神科医療の確保 

 ○総合的な依存症対策の推進 

 ○こころのケアの充実 

 ○地域のてんかん診療における連携体制の整備 

 ○難病その他特定疾患のある人に対する医療費の一部助成 

 ○重症難病患者に向けた入院施設の確保 

 ○難病患者等への保健指導の実施 

 ○難病相談センターにおける医療相談や療養生活相談の充実 

 ○音楽療法の定着を促進 
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 ○電動車いす等補装具の判定機会の確保 

 ○障害特性に対応できるかかりつけ医や看護師、保健師等の確保 

 ○生活習慣病予防や介護予防、禁煙・受動喫煙防止等の取組の推進 
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実現したい 
こと ③ 

あらゆる生活の場面において、 

利用しやすく工夫されたまちづくりの実現 「まち・もの」分野 

 

   障害のある人が地域で暮らし、社会活動をするためには、通勤・通学・買い物等日常

生活のあらゆる場面で利用しやすいまちにする必要があります。大規模イベントの開催

等により進展した、県立施設や公共交通機関のバリアフリー化等をさらに進めるととも

に、日常生活で関わる施設を含めて、全ての人が、より利用しやすくする仕組みづくり

に取り組みます。 

 

  ア あらゆる箇所でのユニバーサルデザインの推進 

 ○商業施設や病院等における「兵庫ゆずりあい駐車場」の導入及び適正利用の促進 

 ○福祉のまちづくり研究所によるリハビリテーション支援機器、住環境、移動支

援、福祉用具等の研究開発 

 ○福祉機器展示３施設連携事業（展示会や施設職員向けセミナー等）の実施 

 ○福祉のまちづくりアドバイザーによるチェック＆アドバイス及びひょうごユニバ

ーサル施設の認定 

 ○県立施設や公共交通機関のバリアフリー化促進 

 ○県営住宅の長寿命化を推進 

 ○公営住宅におけるバリアフリー化の推進 

 ○障害のある人にとって使いやすい製品や設備の充実 

 ○ユニバーサルアドバイザーを活用した、ユニバーサル理念等の普及及び助言 

 ○県庁舎及び県立施設のバリアフリー情報の積極的な発信 

 

  イ 防災・防犯対策の推進 

 ○避難行動要支援者のための個別避難計画の作成等の強化 

 ○ひょうご防災ネットの運営 

 ○耐震・耐火構造を備えた福祉施設等を福祉避難所として活用 

 ○障害特性に応じた福祉避難所の確保 

 ○避難所等における障害のある女性のための配慮の推進 

 ○感染症や自然災害発生時の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定支援 

 ○兵庫県こころのケアチーム「ひょうごＤＰＡＴ」の体制整備 

 ○災害ボランティアセンターの安定運営 

 ○兵庫県災害福祉広域支援ネットワークの取り組みの具体化 

 ○災害時の施設等におけるインフラ確保のための支援 

 ○非常用自家発電設備の障害者施設等への整備促進 

 ○福祉施設等の耐震化の促進 

 ○ひょうごＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）の整備 

 ○障害者等の特殊詐欺等被害の防止・啓発 

 ○高等学校・特別支援学校等における消費者教育等の推進 

 ○金融リテラシーや消費者トラブル防止のための消費者教育の充実 
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 ○消防団や自治会など様々な地域社会活動と施設との連携 

 ○警察やまちづくり防犯グループ、自治会等との連携を通じた防犯情報の提供 

 


